
瀬戸市後期高齢者福祉医療費給付要綱  

（目的）  

第１条  こ の要 綱は、 高齢 者の 医療の 確保 に関 する法 律（ 昭和 ５

７ 年 法 律 第 ８ ０ 号 。 以 下 「 高 齢 者 医 療 確 保 法 」 と い う 。 ） によ

る 医 療 の 一 部 負 担 金 の 支 払 い が 困 難 な 高 齢 者 の 健 康 の 保 持 増進

を 図 る た め 、 医 療 費 の 一 部 を 支 給 し 、 も っ て 福 祉 の 向 上 に 寄与

することを目的とする。  

 （受給資格者）  

第２条  こ の要 綱によ り後 期高 齢者福 祉医 療費 の支給 を受 ける こ

と が で き る 資 格 を 有 す る 者 （ 以 下 「 受 給 資 格 者 」 と い う 。 ） は、

本 市 の 区 域 内 に 住 所 を 有 す る 者 で あ っ て 、 高 齢 者 医 療 確 保 法 に

よ る 医 療 を 受 け る こ と が で き る 者 の う ち 次 の 各 号 の い ず れ かに

該当するものとする。   

⑴  瀬 戸 市 心 身 障 害 者 医 療 費 助 成 条 例 （ 昭 和 ４ ８ 年 瀬 戸 市 条 例

第 ２ ６ 号 ） 第 ３ 条 に 規 定 す る 受 給 資 格 者 （ 同 条 第 ４ 項 第 １ 号

に 該 当 す る た め 同 項 の 規 定 に よ り 受 給 資 格 者 と な ら な い 者 を

含む。）  

⑵  瀬 戸 市 母 子 ・ 父 子 家 庭 等 医 療 費 助 成 条 例 （ 昭 和 ５ ３ 年 瀬 戸

市 条 例 第 ３ ２ 号 ） 第 ２ 条 に 規 定 す る 受 給 資 格 者 （ 同 条 第 ４ 項

第 １ 号 に 該 当 す る た め 同 項 の 規 定 に よ り 受 給 資 格 者 と な ら な

い者を含む。）  

⑶  戦 傷 病 者 特 別 援 護 法 （ 昭 和 ３ ８ 年 法 律 第 １ ６ ８ 号 ） 第 ２ 条

第１項に規定する戦傷病者  

⑷  精 神 保 健 及 び 精 神 障 害 者 福 祉 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 ２ ５ 年 法

律第１２３号）第２９条の規定による措置入院患者  



⑸  感 染 症 の 予 防 及 び 感 染 症 の 患 者 に 対 す る 医 療 に 関 す る 法 律

（ 平 成 １ ０ 年 法 律 第 １ １ ４ 号 ） 第 １ ９ 条 の 規 定 に よ る 入 院 勧

告 又 は 措 置 に よ り 入 院 し た 結 核 患 者 、 同 法 第 ２ ０ 条 の 規 定 に

よ る 入 院 勧 告 又 は 措 置 に よ り 入 院 し た 結 核 患 者 及 び 入 院 期 間

を 延 長 さ れ た 結 核 患 者 並 び に こ れ と 同 等 の 要 件 を 有 す る と 愛

知 県 知 事 、 名 古 屋 市 長 又 は 地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６

７ 号 ） 第 ２ ５ ２ 条 の ２ ２ 第 １ 項 に 規 定 す る 中 核 市 の 長 が 認 め

た者  

⑹  常 時 臥 床 若 し く は こ れ に 準 ず る 状 態 又 は 重 度 若 し く は 中 度

の 認 知 症 の 状 態 で あ っ て 、 生 活 介 護 を 受 け て い る こ と が ３ 月

以 上 継 続 し て い る 者 の う ち 、 そ の 者 の 属 す る 世 帯 の 主 た る 生

計 維 持 者 が 、 高 齢 者 医 療 確 保 法 に よ る 医 療 に 関 す る 給 付 が 行

わ れ た 日 の 属 す る 年 度 分 （ 当 該 医 療 給 付 日 の 属 す る 月 が ４ 月

か ら ７ 月 ま で の 間 に あ っ て は 、 前 年 度 分 と す る 。 ） の 地 方 税

法 （ 昭 和 ２ ５ 年 法 律 第 ２ ２ ６ 号 ） の 規 定 に よ る 市 町 村 民 税

（ 同 法 の 規 定 に よ る 特 別 区 民 税 を 含 む も の と し 、 同 法 第 ３ ２

８ 条 の 規 定 に よ っ て 課 す る 所 得 割 を 除 く 。 ） が 課 さ れ な い 者

若 し く は 市 町 村 の 条 例 で 定 め る と こ ろ に よ り 当 該 市 町 村 民 税

が 免 除 さ れ る 者 （ 当 該 市 町 村 民 税 の 賦 課 期 日 に お い て 同 法 の

施 行 地 に 住 所 を 有 し な い も の を 除 く 。 ） 又 は 生 活 保 護 法 （ 昭

和 ２ ５ 年 法 律 第 １ ４ ４ 号 ） 第 ６ 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 要 保 護 者

である者  

⑺  精 神 保 健 及 び 精 神 障 害 者 福 祉 に 関 す る 法 律 施 行 令 （ 昭 和 ２

５ 年 政 令 第 １ ５ ５ 号 ） 第 ６ 条 第 ３ 項 に 規 定 す る １ 級 又 は ２ 級

の精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者  



２  国 民健 康保 険法 （ 昭和 １３ 年法律 第６ ０号 ） 第１ １６ 条の ２

第 １ 項 各 号 に 規 定 す る 病 院 、 診 療 所 、 施 設 又 は 住 居 （ 以 下 、こ

の 条 に お い て 「 病 院 等 」 と い う 。 ） に 、 入 院 、 入 所 又 は 入 居

（ 以 下 、 こ の 条 に お い て 「 入 院 等 」 と い う 。 ） し た こ と に よ り 、

本 市 の 区 域 外 に 住 所 を 変 更 し た と 認 め ら れ る 前 項 各 号 に 該 当す

る者については、前項の規定にかかわらず受給資格者とする。  

３  病 院等 に入 院等し たこ とに より、 本市 の区 域内に 住所 を変 更

し た と 認 め ら れ る 第 １ 項 各 号 に 該 当 す る 者 に つ い て は 、 第 １項

の 規 定 に か か わ ら ず 受 給 資 格 者 と し な い 。 た だ し 、 入 院 等 の前

の 住 所 地 で あ る 市 町 村 が 、 愛 知 県 の 区 域 外 で あ っ て 、 居 住 地特

例 （ 病 院 等 に 入 院 等 し た こ と に よ り 他 の 市 町 村 の 区 域 内 に 住所

を 有 す る こ と と な っ た 者 に つ い て 、 入 院 等 の 前 の 住 所 地 で ある

市 町 村 が 、 そ の 者 が 引 き 続 き 当 該 市 町 村 に 住 所 を 有 す る も のと

み な し て 福 祉 医 療 費 助 成 の 受 給 対 象 者 と す る 特 例 を い う 。 ）を

採用していない場合は、この限りでない。  

４  前 ３項 の規 定にか かわ らず 、次の 各号 のい ずれか に該 当す る

者は、受給資格者としない。  

⑴   生活保護法第６条第１項に規定する被保護者  

⑵   中国残 留邦人 等の円滑 な帰国 の促進 並 びに 永 住帰国 し た中

国残留邦 人等及 び特定配 偶者 の 自立の支 援に関 する法律 （平

成６年法 律第 ３ ０号）に よる 支 援給付 （ 中国残 留邦人等 の円

滑な帰国 の促進 及び永住 帰国後 の自立の 支援に 関する法 律の

一部を改 正する 法律（平 成２５ 年法律第 １０６ 号）附 則 第２

条第１項 又は第 ２項の規 定 によ りなお従 前の例 によるこ とと

された支援給付を含む）の受給者  



⑶  法 令 、 他 の 地 方 公 共 団 体 の 条 例 等 の 規 定 に よ り こ の 要 綱 と

同様の医療に関する給付を受けることができる者  

 （支給の範囲）  

第３条  市 長は 、 前条 第１ 項に 規定す る 受 給資 格 者の 疾病 又は 負

傷 に つ い て 高 齢 者 医 療 確 保 法 の 規 定 に よ る 医 療 に 関 す る 給 付が

行 わ れ た 場 合 に お い て 、 当 該 医 療 に 関 す る 給 付 の 額 と 当 該 疾病

又 は 負 傷 に つ い て 、 国 又 は 地 方 公 共 団 体 の 負 担 に よ る 医 療 に関

す る 給 付 が 行 わ れ た 場 合 に お け る 給 付 の 額 と の 合 計 額 が 当 該医

療 に 要 す る 費 用 の 額 に 満 た な い と き は 、 そ の 満 た な い 額 に 相当

す る 額 （ 以 下 「 医 療 保 険 自 己 負 担 額 」 と い う 。 ） を 、 後 期 高齢

者福祉医療費（以下「医療費」という。）として支給する。  

２  前 項の 医療 に要す る費 用の 額は、 健康 保険 法（大 正１ １年 法

律 第 ７ ０ 号 ） の 療 養 に 要 す る 費 用 額 の 算 定 方 法 の 例 に よ り 算定

し た 額 （ 当 該 法 令 の 規 定 に 基 づ き こ れ と 異 な る 算 定 方 法 に よる

こ と と さ れ て い る 場 合 に お い て は 、 そ の 算 定 方 法 に よ っ て 算定

し た 額 ） と す る 。 た だ し 、 現 に 要 し た 費 用 の 額 を 超 え る こ と が

できない。  

 （受給者証の交付）  

第４条  医 療費 の支給 を受 けよ うとす る者 は、 あら か じめ 、受 給

資 格 者 で あ る こ と を 証 す る 書 類 を 添 え て 市 長 に 申 請 し 、 こ の要

綱 に よ る 医 療 費 の 支 給 を 受 け る 資 格 を 証 す る 後 期 高 齢 者 福 祉医

療 費 受 給 者 証 （ 以 下 「 受 給 者 証 」 と い う 。 ） の 交 付 を 受 け なけ

ればならない。  

２  市 長は 、前 項に規 定す る申 請があ った 場合 におい て、 その 者

が 受 給 資 格 者 で あ る こ と を 確 認 し た と き は 、 受 給 者 証 を 交 付す



るものとする。  

３  受 給者 証の 有効期 間は 、前 項に規 定す る確 認 をし た 日 の属 す

る 月 の 初 日 （ そ の 者 が そ の 日 に お い て 受 給 資 格 者 で な い 場 合 は、

受 給 資 格 者 と な っ た 日 。 以 下 「 開 始 日 」 と い う 。 ） か ら 開 始日

以 後 最 初 に 到 来 す る ７ 月 ３ １ 日 （ そ の 者 が そ の 日 ま で に 受 給資

格 者 で な く な る 場 合 は 、 受 給 資 格 者 で な く な る 日 。 以 下 「 有効

期限」という。）までとする。  

４  前 項の 規定 にかか わら ず、 第２条 第１ 項第 １号、 第３ 号 及 び

第 ７ 号 に 該 当 す る 受 給 資 格 者 の 有 効 期 限 は 、 平 成 ２ ２ 年 ７ 月３

１ 日 （ 以 下 「 基 準 日 」 い う 。 ） と し 、 以 後 開 始 日 に か か わ らず

基準日から３年ごとの７月３１日とする。  

５  受 給 者 証 の 交 付 を 受 け た 受 給 資 格 者 （ 以 下 「 受 給 者 」 と い

う 。 ） は 、 第 ７ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 医 療 費 の 支 給 を 受 け よう

と す る 場 合 は 、 病 院 、 診 療 所 若 し く は 薬 局 又 は そ の 他 の 者 （以

下 「 医 療 機 関 等 」 と い う 。 ） に つ い て 診 療 、 薬 剤 の 支 給 又 は手

当 を 受 け る 際 、 当 該 医 療 機 関 等 に 受 給 者 証 を 提 示 し な け れ ばな

らない。  

（受給者証の更新申請等）  

第５条  受 給者 が、有 効期 限の 後も引 き続 き受 給者証 の交 付を 受

け よ う と す る と き は 、 あ ら か じ め 、 有 効 期 限 の 後 も 引 き 続 き受

給 資 格 者 で あ る こ と を 証 明 す る こ と が で き る 書 類 を 添 え て 市長

に申請しなければならない。  

２  前 項の 規定 にかか わら ず、 市長は 、 有 効期 限の後 も引 き続 き

受 給 資 格 者 で あ る こ と を 公 簿 等 に よ っ て 確 認 で き る と き は 、同

項の規定による申請を省略させることができる。  



３  第 １項 に規 定 する 申請 には 、前条 第２ 項 、 第３項 及び 第４ 項

の 規 定 を 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 前 条 第 ３ 項 中 「 前 項に

規 定 す る 確 認 が あ っ た 日 の 属 す る 月 の 初 日 （ そ の 者 が そ の 日に

お い て 受 給 資 格 者 で は な い 場 合 は 、 受 給 資 格 者 と な っ た 日 。」

と あ る の は 「 前 回 の 有 効 期 限 の 翌 日 （ 」 と 、 「 開 始 日 」 と ある

の は 「 更 新 日 」 と 、 同 条 第 ４ 項 中 「 開 始 日 」 と あ る の は 「 更新

日」と読み替える。  

４  受 給者 は、 受給者 証の 有効 期間が 満了 した ときは 、当 該受 給

者証を、速やかに、市長に返還しなければならない。  

（受給者証の再交付申請）  

第６条  受 給者 は、受 給者 証を 紛失し 、破 損し 、又は 汚損 した 場

合は 、市 長に 申 請す るこ とに よ り受 給者 証の 再 交付 を受 ける こ

とができる。  

２  受 給者 証を 破損し 、又 は汚 損した とき の前 項に規 定す る申 請

には、その受給証を添えるものとする。  

３  受 給者 は、 受給者 証の 再交 付を受 けた 後、 紛失し た受 給者 証

を発 見し たと き は、 速や かに 、 これ を市 長に 返 還し なけ れば な

らない。  

 （支給の方法）  

第７条  市 長は 、受給 者が 医療 機関等 で医 療を 受けた 場合 には 、

第 ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 、 受 給 者 に 支 給 す べ き 額 の 限 度 にお

い て 、 受 給 者 が 当 該 医 療 機 関 等 に 支 払 う べ き 費 用 を 、 そ の 者に

代わり、当該医療機関等に支払うことができる。  

２  前 項の 規定 により 支払 いが あった とき は、 受給者 に対 し、 医

療費の支給があったものとみなす。  



 （支給申請）  

第８条  受 給者 が医療 費の 支給 を受け よう とす る とき は、 当該 医

療 費 に つ い て 第 ３ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 医 療 に 関 す る 給 付 が 行わ

れ た こ と を 証 す る 書 類 、 医 療 に 要 し た 費 用 に 関 す る 証 拠 書 類そ

の 他 市 長 が 必 要 と 認 め た 書 類 を 添 え て 申 請 し な け れ ば な ら な い 。  

 （支給時期）  

第９条  医 療費 は、申 請 書 の提 出があ った 日又 は市長 が一 部負 担

金 等 の 額 を 確 認 し た 日 の 属 す る 月 の 翌 月 末 日 ま で に 支 給 す るも

の と す る 。 た だ し 、 市 長 が 必 要 と 認 め る 場 合 に お い て は 、 この

限りでない。  

 （医療費の請求）  

第１０ 条  第７ 条第１ 項の 規定 により 市長 から 支払い を受 ける 医

療 機 関 等 は 、 後 期 高 齢 者 福 祉 医 療 費 請 求 書 を 市 長 に 提 出 す るも

のとする。  

２  前 項に 規定 する請 求が あっ たとき は、 第８ 条に規 定す る申 請

があったものとみなす。  

 （損害賠償との調整）  

第１１ 条  市長 は、受 給者 が 医 療費の 支給 に係 る 疾病 又は 負傷 に

関 し 損 害 賠 償 を 受 け た と き は 、 そ の 価 額 の 限 度 に お い て 、 医療

費 の 全 部 若 し く は 一 部 を 支 給 せ ず 、 又 は 既 に 支 給 し た 医 療 費の

額に相当する金額を返還させることができる。  

（不正利得の返還）  

第１２ 条  市長 は、偽 りそ の他 不正の 手段 によ り医療 費の 支給 を

受 け た 者 が あ る と き は 、 そ の 者 か ら 、 そ の 支 給 を 受 け た 額 に相

当する額の全部又は一部を返還させることができる。  



 （譲渡等の禁止）  

第１３ 条  医療 費の支 給を 受け る権利 は、 譲渡 し、 又 は担 保に 供

することができない。  

 （届出義務）  

第１４ 条  受給 者は、 次に 揚げ る事項 に変 更が あった とき は、 そ

の 旨 を 当 該 変 更 の あ っ た 日 か ら 起 算 し て １ ４ 日 以 内 に 当 該 変更

の あ っ た こ と を 証 す る 書 類 を 添 え て 市 長 に 届 け 出 な け れ ば なら

ない。  

 ⑴  氏名  

 ⑵  住所  

⑶  当該 受給 者 が受 給者 と認 定 され たと きに 該 当す るも のと さ

れた第２条第１項の各号に揚げる要件  

２  受 給者 証の 交付を 受け た者 が、受 給資 格者 でなく なっ たと き

は、 速や かに 、 市長 に届 け出 る とと もに 受給 者 証を 返還 しな け

ればならない。  

３  受 給者 は、 医療費 の支 給事 由が第 三者 の行 為によ って 生じ た

もの であ ると き は、 その 旨を 速 やか に、 市長 に 届け 出な けれ ば

ならない。  

（添付書類の省略）  

第１５ 条  市長 は、こ の要 綱の 規定に よる 申請 に添え て提 出す る

書類 によ り証 明 すべ き事 実を 公 簿等 によ って 確 認す るこ とが で

きるときは、当該書類を省略させることができる。  

 （報告）  

第１６ 条  市長 は、医 療費 の支 給に関 し必 要が あると 認め ると き

は 、 受 給 資 格 者 で あ る こ と の 認 定 を 受 け よ う と す る 者 又 は 受給



者に対し、必要な事項の報告を求めることができる。  

 （医療費に関する処分の通知）  

第１７ 条  市長 は、医 療費 の支 給に関 する 処分 をした とき は、 文

書をもって、その内容を申請者に通知しなければならない。  

 （委任）  

第１８ 条  この 要綱に 定め るも ののほ か 、 申請 等の様 式そ の 他 必

要な事項は市長が定める。  

  附  則  

 （施行期日）  

１  この要綱は平成２０年４月１日から施行する。  

 （瀬戸市福祉給付金支給要綱の廃止）  

２  瀬 戸市福 祉 給付金 支給要 綱 （昭和 ５８年 ４ 月１日 施行） は 、

廃止する。  

 （経過措置）  

３  こ の要綱 の 施行の 前日に お いて、 廃止前 の 瀬戸市 福祉給 付 金

支給 要綱 （以 下 「旧 要綱 」と い う。 ）第 ２条 に 規定 する 支給対

象者 に該 当す る 者（ 同条 第１ 項 第６ 号を 除く 。 ）の うち 、この

要綱 の受 給資 格 者に 該当 しな い 者に つい ては 、 この 要綱 におけ

る受給資格者に該当するまでの間は、受給資格者とみなす。  

４  こ の要綱 の 施行の 前日に お いて、 旧要綱 第 ２条第 １項第 ６ 号

に規 定す る支 給 対象 者に 該当 す る者 につ いて は 、平 成２ ０年７

月３１日までの間は、受給資格者とみなす。  

５  こ の要綱 の 施行の 日より 前 に行わ れた診 療 等に係 る医療 費 の

支給については、なお旧要綱の例による。  

附  則  



 こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ６ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

  附  則  

 この要綱は、平成２６年１０月１日から施行する。  

 


